
第 15回須坂新校再編実施計画懇話会 

 

日時：令和６年４月 26日（金） 

                      午後６時～午後７時 30分 

                       会場：須坂市シルキーホール 第 1ホール 

＜次 第＞ 

１ 開会 

 

２ 挨拶 

 

３ 構成員の増員について 

 

４ 新構成員・事務局員自己紹介 

 

５ 会議事項 

  （１）「第 14回須坂新校再編実施計画懇話会」のまとめ 

  （２）須坂新校施設整備事業の経過報告 

  （３）施設整備基本計画について 

  （４）ワークショップ報告 

  （５）現時点の検討状況について 

  （６）仮設計画について 

 

 ６ その他 

  ＜次回の予定＞ 

  （１）第 16回須坂新校再編実施計画懇話会 

     （日時）令和６年６月から７月を予定 

     （会場）調整中 

      (内容) 施設整備基本計画について、校名選考について 

 

７ 閉会 



○印 新規構成員
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教頭・副事務局長 宮川 敏晃 教頭・事務局長    井出　敦 主幹指導主事

市村 宣幸    有坂 清明
主任指導主事

（須坂新校担当）

栁澤　亘 ○ 土橋 邦彦
主任指導主事

（須坂新校副担当）

春原　真

○塚田 和弘○ 酒井 知之

産業界

同窓会

○ 中村 勝博

 ○  河田　晴森

 ○  安藤　駿

二ノ宮　邦彦

 ○ 上野　恵佐夫

 ○　坪井　俊文

霜田　剛

 ○  長岡　孝典PTA

 市村　宣幸

嶋田 順一

酒井 健次

山岸 暢

地域

小林　雅彦

須坂創成高等学校生徒会　副会長

須坂創成高等学校生徒会　会長

元 県立高等学校長

大宮　透 小布施町職員

須坂市教育委員会　前教育長

須坂創成高等学校　教諭

　事務局

須坂東高等学校 須坂創成高等学校 高校再編推進室

再編対象校

山田　純子 須坂東高等学校長

須坂創成高等学校長

山岸　暢 須坂東高等学校　教諭

羽山　功

 ○  阿部　大輔

須坂東高等学校生徒会　会長

須坂東高等学校生徒会　副会長

 ○  石井　ひなの

赤城　千恵美

上高井校長会　代表　（豊洲小）

上高井郡市ＰＴＡ連合会　副会長

坪井　扶司夫 上高井校長会　代表　（墨坂中）

久保　正直

須坂創成高等学校ＰＴＡ　会長

アスザック株式会社　代表取締役社長

浅井　洋子 須坂東高等学校同窓会　会長

半田　志郎 国立大学法人信州大学工学部　特任教授

須坂創成高等学校同窓会　副会長

     米山　宏貴 須坂東高等学校ＰＴＡ　会長

春原　博 須坂商工会議所　専務理事

神戸　佳代 小布施町商工会　女性部長

 ○　田中　洋友 小布施町　副町長

藤沢　敏和 高山村　副村長

須坂新校再編実施計画懇話会　構成員名簿

小中学校
関係者

長野地域振興局長

氏名 所属等

自治体

三木　正夫 須坂市　市長

 ○　勝山　幸則 須坂市教育委員会　教育長



第１４回 須坂新校再編実施計画懇話会まとめ（案） 

日 時 令和５年 12月 25日（月） 18時 00分～19時 30分 

場 所 須坂市生涯学習センター ３階 ホール 

出 席 
（敬称略） 

新井 隆司，小林 雅彦，春原 博，神戸 佳代，久保 正直，浅井 洋子，霜田 剛，半田 志郎， 

米山 宏貴，柴田 弘彦，冨沢 孝，尾島 信久，二ノ宮 邦彦，大宮 透，堀内 煌大，関 怜士， 

山口 隼，山田 純子，羽山 功，市村 宣幸（以上 20名） 

欠 席 
（敬称略） 

三木 正夫，藤沢 敏和，赤城 千恵美，坪井 扶司夫，山岸 暢，木村 友香 傍聴者 ６名 

事務局 

須坂東高校 宮下 教頭（副事務局長），嶋田 教諭，酒井 教諭，山岸 教諭，髙坂 教諭 

須坂創成高校 宮川 教頭（事務局長），市村 教諭，栁澤 教諭，春原 教諭，河野 教諭 

県教育委員会 
栁澤 主幹指導主事，井出 主任指導主事，有坂 主任指導主事， 

小池 主査，倉澤 主事 

当日資料 
次第，第 13回須坂新校再編実施計画懇話会まとめ（案），須坂新校施設整備事業基本計画策定支

援業務委託プロポーザル二次審査提案書および説明資料 

 

会議事項 

（１）第 13回須坂新校再編実施計画懇話会のまとめ（案） 

（２）須坂新校施設整備事業基本計画策定支援業務委託プロポーザル二次審査提案書の説明、意見交換 

 

構成員から出された主な意見（要旨）  （⇒業務委託業者回答 →県教委回答） 

○FLA（フレキシブルラーニングエリア）についてもう少し説明をお願いしたい。 

  ⇒FLAの使い方が今回の学校の肝。FLAが教室のような役割を果たすこともある。FLAと教室を一体にして

分野横断をする授業を行うことも考えられる。使い方については時間をかけて議論したい。 

○ゼロカーボンについて配慮されている点があるか。 

 ⇒ZEB を学校建築でどこまでやれるかが NSD のトライアル。ひとつの指標として、ZEB より少し低い段階

の ZEB Readyを目指して進めたい。 

○プロポーザルの審査の段階で、この案の中で特に評価された点について教えてほしい。 

 ⇒どのようにも対応できるという点。これからワークショップや懇話会で意見が出たときに分野、学年、 

  探究の授業ごとに分けることができるフレキシビリティがあるということが評価された。 

○こういう学校が実現出来たら素晴らしいが、生徒が減っていく中で、既存校舎や仮設校舎を活用して統合を

早めることは可能か。 

 →開校にあたっては環境面やハード面で新たな学びの場を整えてからという考えを基本としている。 

○近隣施設を積極的に活用してほしい。学校の近くに民間の屋内プールもあり、そこで授業ができれば生徒の 

ためになるであろうし、特別免許状を発行して専門の方に授業を助けてもうことも考えられる。 

○新校は単位制の学校ということで生徒の空き時間ができると思う。NSDプロジェクトの説明の際に、生活空

間ということもあったが、単位制を踏まえた上で生徒の居場所というものを考えてほしい。 

○今まで懇話会で検討してきた、地域開放、生涯学習の拠点、４つの学科の融合という観点がよく入っている。

ICTの教育について話しあったが、そういう点でのゾーニングも考えられ、新しい教育ができそうだ。 

 

その他 

【次回】 第 15回懇話会 

日程：令和６年３月～４月の実施を予定 

内容：NSD進捗状況を説明 
 



須坂新校施設整備事業の経過報告 

 

１．施設整備の打合せ 

○学校・設計チーム・県教委による打合せ（三者打合せ） 

  令和５年 12月４日を初回として３回実施（対面・オンライン） 

○設計チーム・県教委による打合せ（二者打合せ） 

  令和５年 11月 20日を初回として９回実施（対面・オンライン） 

○学校と県教委による打合せ 

  必要に応じ随時 

 

２．施設整備ワーキンググループの設置 

○両校教職員代表（16人）により設置 

○施設整備について専門的に議論（必要な諸室、要望を設計チームに伝達） 

○設計チームは要望を案に反映 

  →提案書の配置・平面計画をブラッシュアップ 

○専門科の諸室についてのヒアリング 

 

３．ワークショップ 

○２月 13日（火） 須坂市シルキーホール 地域・生徒対象（39名参加） 

○３月 ４日（月） 上高井郡役所 生徒対象（22名参加） 

○４月 20日（土） bota 地域・生徒対象（17名参加） 

 

４．現地調査 

○設計チームが随時実施 

 



施設整備基本計画について
（1）基本計画の目的

設計の基本方針、施設性能、施設規模を確定させる

（2）基本計画書に記載する内容：

①事業の目的、②教育研究の効果（学びのイメージ）、
③敷地条件、④施設規模・位置、⑤必要諸室、⑥機能関連図、
⑦事業スケジュール、⑧概略の必要経費 等

引用・参考：文部科学省「国立大学等施設の設計に関する検討会報告書」 平成26年３月

家を建てる場合を考えると・・・

①大人２人、子ども２人で静かに住む。

②家族が毎日顔を合わせて生活できる。

③●●市▲▲町◆番地の自身の所有地。角地。

④木造２階建て。敷地北側に建てて南側を駐車場にする。

⑤３LDK。１階はLDK、風呂。２階に寝室と子ども部屋。それぞれにトイレ。

⑥ZEH。オール電化。太陽光パネル必須。

⑦長女の小学校入学前に引っ越したいので、１年６か月以内。

⑧３千万円

イメージ



施設整備基本計画決定後
○基本計画終了後 → 基本設計 → 実施設計 → 工事

○基本設計の目的
基本計画の内容を踏まえ、空間を具体化しながら法令上、意匠上、

技術上の課題を検討し設計内容を確定させる

○基本設計図書に記載する内容：

・設計図（配置図、平面図、立面図、断面図 等）

・各種計画（外観デザイン、動線、構造、防災、電気設備、機械設備）

○実施設計の目的
基本設計に基づき、建物の施工に必要な設計図書や各種計算書等を

作成する
引用・参考：文部科学省「国立大学等施設の設計に関する検討会報告書」 平成26年３月










